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青森県
（30）

北海道
（260）

秋田県
（46）

岩手県
（31）

山形県
（45）

宮城県
（128）

石川県
（55）

新潟県
（57）

福島県
（87）

福井県
（36）

富山県
（43）

長野県
（100）

群馬県
（98）

栃木県 茨城県
（50） （75）

島根県
（34）

鳥取県
（28）

兵庫県
（206）

京都府
（150）

滋賀県
（63）

岐阜県
（56）

山梨県
（110）

埼玉県
（228）

千葉県
（237）

山口県
（44）

広島県
（121）

岡山県
（59）

大阪府
（541）

奈良県
（48）

愛知県
（250）

静岡県
（129）

神奈川県
（392）

東京都
（2,821）

佐賀県
（20）

福岡県
（242）

和歌山県
（25）

三重県
（53）

長崎県
（60）

大分県
（22）

愛媛県
（41）

香川県
（32）

熊本県
（64）

宮崎県
（31）

高知県
（29）

徳島県
（35）

鹿児島県
（46）

沖縄県
（120）

●総数　7,478組合

100組合以上登記された都道府県
•東京都……………………2,821
•大阪府………………………541
•神奈川県……………………392
•北海道………………………260
•愛知県………………………250
•福岡県………………………242
•千葉県………………………237
•埼玉県………………………228
•兵庫県………………………206
•京都府………………………150

•静岡県………………………129
•宮城県………………………128
•広島県………………………121
•沖縄県………………………120
•山梨県………………………110
•長野県………………………100

※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。
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●総数　7,468組合

（組合数）

※組合の存続期間が明示されておらず存続年数が
不明な組合が10件確認されたが、除外して算出
している。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報
を収集し算出した。

2名…3,327組合

44.6%

20名～…104組合

1.4%

10名～19名…288組合

3.9%

3名～5名…2,936組合

39.4%

6名～9名…799組合

10.7%

●総数　7,454組合
※組合員数 1名の組合が 24件確認されたが、除外
して算出している。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報
を収集し算出した。

金融業,保険業…469組合　6.3%
卸売業，小売業…860組合　11.5%

情報通信業…1,086組合　14.5%

複合サービス事業…15組合　0.2%
鉱業,採石業,砂利採取業…8組合　0.1%

サービス業（他に分類されないもの）…519組合　6.9%

サービス業…2,458組合　32.9%
学術研究,専門・技術

製造業…432組合　5.8%

不動産業,物品賃貸業…304組合　4.1%
生活関連サービス業,娯楽業…279組合　3.7%

建設業…187組合　2.5%

農業,林業…175組合　2.3%

宿泊業,飲食サービス業…175組合　2.3%
教育,学習支援業…140組合　1.9%

医療,福祉…106組合　1.4%
運輸業,郵便業…60組合　0.8%

漁業…30組合　0.4%

電気・ガス・熱供給・水道業…175組合　2.3%

●総数　7,478組合 ※業種は日本標準産業分類による。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。

制度概要編

LLPの設立状況 （2017年12月末時点）

▶LLP登記数推移

▶組合員数別組合数
▶都道府県別登記件数

▶業種別組合数

▶存続期間別組合数

総数7,593組合
（延登記組合数）
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※組合契約の効力発生年月。 
※平成17年から平成28年までのデータは法務省の登記統計より算出し、平成29年のデータは登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。


